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Ⅰ. アクションプラン対象施策の特定について 

総合科学技術会議は、「科学技術に関する予算等の資源配分方針」（平成２４年７月３０

日決定）（以下「資源配分方針」という。）において、科学技術重要施策アクションプラン

（以下「アクションプラン」という。）及び重点施策パッケージによる「我が国が直面する

重要課題への対応」と、科学技術イノベーションを支える基盤を形成する「基礎研究及び

人材育成の強化」を車の両輪として、それぞれによる取組を推進することとした。 

このうち、アクションプランは、我が国が直面している重要課題の達成に向け、「復興・

再生並びに災害からの安全性向上」、「グリーンイノベーション」及び「ライフイノベーシ

ョン」それぞれについて、最優先で進めるべき重点的取組等を明示したものである。資源

配分方針では、各府省から重点的取組に該当するとして提案されたものについて、基準等

を適用し特定した対象施策に資源配分を最重点化することとされた。 

平成２５年度アクションプランにおける政策課題と重点的取組は、今年度より新たに設

置され、産学官の多様な関係者が参画する科学技術イノベーション戦略協議会において検

討され、科学技術イノベーション政策推進専門調査会により、去る７月１９日に決定され

た。アクションプランに掲げられた政策課題の達成に向けて、科学技術政策担当大臣・総

合科学技術会議有識者議員は、外部有識者の協力を得ながら、最優先で進めるべき施策の

特定作業を関係府省との協働により進めてきた。特定に当たっては、「平成２５年度科学技

術関係予算の重点化の具体的進め方」（平成２４年７月６日科学技術政策担当大臣・総合科

学技術会議有識者議員決定）で今年度新たに定めた施策特定の基準（p.２参照）に基づき、

施策の目標設定や実施体制、成果の活用主体などについてアクションプラン対象とするに

相応しい施策であるか否か検討を行った。また、必要に応じて、府省間の連携促進、関連

施策の大括り化を促した。 

こうした経過を経て、このたび、Ⅱ～Ⅳ章に示すとおり、科学技術政策担当大臣・総合

科学技術会議有識者議員は、平成２５年度科学技術予算における最重点化の対象となるア

クションプラン対象施策を特定するとともに、これらの施策に期待される成果を取りまと

めるに至ったところである。なお、Ⅱ～Ⅳ章で言及している「１．目指すべき社会の姿」、

「２．政策課題と重点的取組の設定」及び「３．アクションプラン対象施策特定の視点」

は、これまで既に決定されているものを参考のため示したものである。（いずれも７月１９

日に科学技術イノベーション政策推進専門調査会で決定されたアクションプランからの抜
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粋又はその要約。このうち、「３」は、本ページで示す共通の施策特定基準に加えて各重点

分野で独自に設定したもの。）なお、「５．各省施策から期待される成果」は、今回特定さ

れた施策の実施により、将来実現が期待される成果について代表例を記載したものである。 

（アクションプラン対象施策特定の経緯についてはｐ．３参照） 

 今回、アクションプラン対象施策として特定する施策は、７省による１２３施策で、概
算要求総額は約２,８７０億円である。これらの施策は、いずれも、アクションプランに掲
げる政策課題を達成する上で重要な施策であり、最重点で取り組むべきものである。 

今後、アクションプラン対象施策を着実に実施することにより、科学技術イノベーショ

ンを実現するとともに、我が国社会を取り巻く様々な課題の解決に貢献し、国民の皆様の

期待に応えていくことができるものと考えている。 

  
平成２５年度アクションプラン対象施策特定の基準 
（平成２４年７月６日(金) 科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員決定
「科学技術関係予算の重点化の具体的進め方について」より） 

 

（１）目的・目標等について 

   ・成果検証が可能となる明確な目標とその達成時期が設定されていること。 

   ・目的・目標が、社会情勢、国際的な水準からみて妥当なものであり、かつ基本計

画の目標、政策課題の達成に大きく貢献すると判断されるものであること。 

（２）目標達成に向けたアプローチについて  

   ・目標達成に必要な取組（社会実装に向けた取組、制度の改善など）が明確である

こと。 

（３）実施体制について 

   ・適切なマネジメントが期待できるものであること。 

（４）成果活用主体候補について  

      ・研究開発成果の活用主体の候補（民間法人、自治体、担当府省等）と意思疎通が

図られているか又は明確に想定されていること。 

（５）その他（各重点対象（「復興・再生並びに災害からの安全性向上」、「グリーンイノ

ベーション」及び「ライフイノベーション」）で必要に応じて設定） 
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平成２５年度アクションプラン対象施策特定の経緯 

 

  

7 月 6 日（金） 「科学技術関係予算の重点化の具体的進め方」決定 
（科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員） 
・アクションプラン対象施策の要件、基準を示すことで、アクション
プラン対象施策の特定にあたって政策上の必要性だけではなく実行
性を求めることを明示。 

7 月 13 日（金） 
 

科学技術イノベーションの実現に向けた関係府省政務会合 
・平成 25年度に向けた,総合科学技術会議と各省の取組を共有し、政

務のリーダーシップの下での各省の積極的な対応を促す。 

7 月 19 日（木） 「平成 25 年度アクションプラン（政策課題・重点的取組）」策定 
（科学技術イノベーション政策推進専門調査会） 

 ・科学技術イノベーション戦略協議会で検討された平成 25 年度アク

ションプラン原案について科学技術イノベーション政策推進専門

調査会にて決定 

7 月 20 日（金） 各省からの施策提案 
・7 省から 163施策の提案 

7 月 30 日（月） 「資源配分方針」（総合科学技術会議） 

・国の直面する重要課題の達成に向けてアクションプラン（最重点）

と施策パッケージ（重点）に重点的に資源を配分することを決定。 

7 月下旬 
～9月初旬 

各省施策のヒアリング及び調整 
・重点的取組毎に全 163施策をヒアリング。 

・特定基準に照らして提案様式（個票）の記述が不十分・不明確なも

のについて実行計画の明確化を促すほか、必要に応じて、関連施策

の大括り化、府省間連携や重複排除の必要性を指摘。 

・再提出された個票の記載内容を精査し特定の可否を判断。必要に応

じて再度の修正・提出を求め、施策をブラッシュアップ。 

 

9 月 7 日（金） 概算要求 

9 月 13 日（木） 平成 25 年度アクションプラン対象施策、期待される成果の取り
まとめ（科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員）  
・7 省 123施策を特定。 
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Ⅱ．復興・再生並びに災害からの安全性向上 

 
 
Ⅱ－１ 目指すべき社会の姿 
「東日本大震災からの復興・再生を遂げ、地域住民の安全で豊かな質の高い暮らしが
実現できる社会」及び「東北地域の復興・再生をモデルとして、より安全、かつ豊か 
で質の高い国民生活を実現できる強靭な国」を目指すべき社会の姿として捉え、科学
技術政策の推進に取り組む。 

 
 
 Ⅱ－２ 政策課題と重点的取組の設定 

科学技術によって解決を目指す政策課題の設定にあたっては、被災直後の昨年度
に重要と考え設定した「命・健康」、「仕事」、「住まい」、「モノ、情報、エネ
ルギー等の流れ」の確保を、今年度も、最も基本的で重要な課題として捉え、政策
課題を設定した。 
ただし、高台移転などの新たなコミュニティづくりが進められる状況などに照ら
して、建物を表す「住まい」を人々が暮らす「まち」をイメージした「居住地域」
に改めるとともに、現在の復興・再生過程で、顕在化する課題を含めて位置付ける
ために表現を一部見直した。 
政策課題の解決を図る重点的取組の設定に際しては、平成 24 年度の重点的取組を
基本として見直し・再編を行い、復興再生過程で顕在化する課題への対応を図ると
ともに、必要性が高いと判断した横断的な取組を追加し、以下の取組を設定した。 
対象災害は平成２４年度と同様に「地震」、「津波」、「放射性物質による影響」
とした。 
 

Ⅱ－３ アクションプラン対象施策特定の視点 
 科学技術が被災地の復興・再生に着実な貢献を果たすためには、研究開発成果を
出来るだけ早期に時宜を得て提供し、着実に社会実装につなげることが必要であり、
「平成２５年度アクションプラン」Ⅱ章５．節において、対象施策特定の視点を整
理した。 
具体的には、目標の達成度を評価する指標の明確さなど「目標設定の妥当性・達
成期待度」、着手から２年あるいは５年以内の実用化など「成果活用の実効性を備え
た研究開発スケジュール」、研究開発から成果活用主体への実装までを見通したプロ
ジェクトの推進体制など「成果活用の実効性を生む実施体制」等を、対象施策の特
定の過程において重視し、特定した。 
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平成 25 年度アクションプラン ‒復興・再生並びに災害からの安全性向上- 

目指すべき 

社会の姿 
政策課題 重点的取組 

地震 津波 放射性物質による影響 

・東日本大震

災からの復

興・再生を

遂げ、地域

住 民 の 安

全で豊かな

質の高い暮

らしが実現

できる社会 

 

・東北地域の

復興・再生

をモデルと

して、より安

全、かつ豊

かで質の高

い国民生活

を実現でき

る強靭な国 

命・健康を、

災害から守

る 

① 地震発生情報の
正確な把握と迅速

かつ適切な発信 

② 津波発生情報の迅
速かつ的確な把握 

 ⑱ 放射性物質による

健康への影響に対

する住民の不安を

軽減するための取

組 

③ 迅速かつ的確な避難行動をとるための備え
と情報提供 

④ 災害現場からの迅速で確実な人命救助 

⑤ 被災者に対する迅速で的確な医療の提供と
健康の維持 

仕事を、災害

から守り、新

たに創る 

⑥ 競争力の高い農林水産業の再生 

⑦ 革新的技術・地域の強みを活用した被災地

での雇用創出・拡大と産業競争力強化 

⑧ 災害時の行政機関・事業所等の事業継続の

強靱性の向上 

⑲ 除染等作業を行う

者の被ばく防止の

取組 

居住地域を、

災害から守

り、新たに創

る 

⑨ より低コストな液状

化被害防止 

 
 

⑩ 地理的条件を考慮

した配置・設計によ

るまちの津波被害

の軽減 

⑳ 放射性物質の効果

的・効率的な除染と

処分 

 

⑪ 災害に対する構造物の強靱性の向上 

⑫ 大量の災害廃棄物の迅速、円滑な処理と有

効利用 

⑬ 産業施設等による火災等の二次災害の発生

防止機能の強化 
 

 

モノ、情報、

エ ネルギー

等の流れを、

災害時も確

保し、新たに

創る 

⑮ 迅速かつ的確に機能する強靱な物流体系

の確保 

  

⑯ 必要な情報の把握・伝達手段の強靱さの確

保 

  

⑰ 電力、ガス、上下水道の迅速な機能回復 

㉑ 農水産物、産業製

品の放射性物質の

迅速な計測・評価、

除染及び流通の確

保 

㉒ 被災地である東北が故に可能な、あるいは、積極的に東北から全国・海外に発信可

能な取組 

 
  
  

⑭ 新しいコミュニティづくりを促すコア技術の開発と実装 
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-
４
　
特
定
さ
れ
た
施
策
の
一
覧

政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

①
地
震
発
生

情
報
の
正
確

な
把
握
と
迅

速
か
つ
適
切

な
発
信

1

緊
急
地
震
速
報
の
予
測
精
度

向
上
に
関
す
る
研
究

　
【
緊
急
地
震
速
報
等
の
地
震
に

関
す
る
防
災
情
報
に
関
す
る
研

究
】

　
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
お
い
て
は
、
震
度
6
強
が
観
測
さ
れ
た
関
東
地
方
に
お
い
て
、
緊
急
地
震

速
報
が
震
度
4
と
過
小
評
価
し
、
ま
た
、
本
震
直
後
の
余
震
で
は
震
度
2
の
揺
れ
に
対
し
震
度
5
弱
と
予
測
す

る
と
い
っ
た
問
題
が
生
じ
た
。
こ
れ
は
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
断
層
面
が
5
0
0
㎞
以
上
と
極
め
て
広

い
こ
と
、
ま
た
、
余
震
が
広
域
で
同
時
に
多
発
し
た
こ
と
を
要
因
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　
本
施
策
に
お
い
て
は
、
平
成
2
5
年
度
ま
で
に
断
層
面
の
極
め
て
大
き
な
地
震
、
ま
た
、
広
域
に
地
震
が
連

続
的
に
多
発
す
る
場
合
に
も
対
応
す
る
処
理
手
法
を
開
発
し
、
3
階
級
差
に
も
及
ぶ
こ
と
が
あ
っ
た
緊
急
地

震
速
報
に
お
け
る
震
度
の
予
測
誤
差
を
1
階
級
程
度
に
向
上
さ
せ
る
と
と
も
に
、
地
震
を
過
小
評
価
し
速
報

発
表
を
見
逃
す
件
数
を
現
在
の
半
数
程
度
か
ら
1
/
3
程
度
ま
で
改
善
す
る
。
そ
の
成
果
に
よ
り
正
確
な
緊

急
地
震
速
報
の
発
表
に
結
び
つ
け
る
。
【
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
1
-
H
2
5
4
百
万
円

（
5
百
万
円
）

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

②
津
波
発
生

情
報
の
迅
速

か
つ
的
確
な

把
握

2

津
波
予
測
情
報
の
高
度
化

　
【
①
津
波
警
報
等
の
高
度
化
に

関
す
る
研
究
、
②
津
波
予
測
支
援

の
た
め
の
G
N
S
S
リ
ア
ル
タ
イ
ム

解
析
に
関
す
る
研
究
】

　
本
施
策
は
、
こ
れ
ま
で
過
小
評
価
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
っ
た
巨
大
地
震
に
対
し
て
、
津
波
警
報
第
一
報
の

段
階
で
巨
大
津
波
の
可
能
性
を
適
切
に
発
表
し
、
さ
ら
に
そ
の
後
の
実
際
の
観
測
デ
ー
タ
を
用
い
た
定
量

的
な
津
波
警
報
へ
の
切
り
替
え
を
、
従
来
よ
り
５
～
１
０
分
程
度
早
く
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

　
平
成
2
5
年
度
末
ま
で
に
、
震
度
分
布
に
基
づ
く
地
震
規
模
を
推
定
す
る
実
用
化
手
法
を
確
立
す
る
。
さ
ら

に
、
平
成
2
5
年
度
末
ま
で
に
、
陸
域
の
Ｇ
Ｎ
Ｓ
Ｓ
（
衛
星
測
位
シ
ス
テ
ム
）
か
ら
得
ら
れ
る
地
殻
変
動
情
報
か

ら
推
定
し
た
震
源
の
大
き
さ
や
断
層
の
ず
れ
の
量
や
、
G
P
S
波
浪
計
に
よ
る
実
際
に
沖
合
で
観
測
さ
れ
た

津
波
デ
ー
タ
を
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
津
波
警
報
の
変
更
を
早
く
行
う
手
法
を
確
立
す
る
。

　
こ
れ
ら
研
究
成
果
は
開
発
終
了
後
速
や
か
に
情
報
発
表
シ
ス
テ
ム
へ
の
導
入
を
進
め
、
平
成
2
7
年
度
を

目
途
に
津
波
警
報
の
発
表
に
活
用
す
る
。
【
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
1
-
H
2
5
①
6
百
万
円

（
6
百
万
円
）

②
1
0
百
万
円

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

（
一
部
新

規
）

3
南
海
ト
ラ
フ
地
震
発
生
帯
掘
削

計
画
の
実
施

　
海
溝
型
地
震
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
を
目
的
と
し
て
、
東
南
海
地
震
の
想
定
震
源
域
で
あ
る
紀
伊

半
島
熊
野

灘
沖
に
お
い
て
地
球
深
部
探
査
船
「
ち
き
ゅ
う
」
を
用
い
て
掘
削
調
査
を
行
う
。

　
平
成
2
4
年
度
か
ら
平
成
2
6
年
度
に
か
け
て
掘
削
を
行
い
、
海
底
下
深
部
の
地
質
試
料
の
採
取
及
び
海

底
下
の
状
態
（
密
度
、
圧
力
等
）
の
計
測
を
行
う
と
と
も
に
、
掘
削
孔
に
地
殻
変
動
や
地
震
動
を
連
続
的
に

観
測
す
る
た
め
の
計
測
器
を
設
置
す
る
。
地
質
試
料
や
計
測
・
観
測
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
物
性
デ
ー
タ
や
地

震
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
関
す
る
新
た
な
知
見
を
得
る
こ
と
に
よ
り
、
中
央
防
災
会
議
等
で
検
討
が
行
わ
れ
る

地
震
・
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
高
度
化
を
図
り
、
防
災
検
討
に
役
立
て
る
。

　
ま
た
、
掘
削
孔
に
設
置
す
る
計
測
器
を
平
成
2
7
年
度
に
地
震
・
津
波
観
測
シ
ス
テ
ム
（
D
O
N
E
T
）
に
接
続

す
る
こ
と
に
よ
り
、
観
測
デ
ー
タ
の
緊
急
地
震
速
報
へ
の
活
用
を
図
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
7

1
0
,2
0
0
百
万
円
の

内
数
（
8
,8
0
0
百
万
円
の

内
数
）

文 部 科 学 省

A
P
新
規
・

継
続
事
業

4

港
湾
堤
外
地
に
お
け
る
津
波

か
ら
の
安
全
性
向
上
に
関
す

る
研
究

　
【
沿
岸
域
に
お
け
る
防
災
機
能

の
強
化
に
関
す
る
研
究
】

　
港
湾
堤
外
地
（
防
潮
堤
の
海
側
）
を
対
象
に
、
港
湾
管
理
者
や
地
方
自
治
体
が
よ
り
効
率
的
か
つ
簡
易

に
津
波
避
難
計
画
を
策
定
す
る
た
め
の
支
援
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。

　
具
体
的
に
は
、
堤
外
地
の
地
形
や
建
物
・
街
路
の
デ
ー
タ
の
作
成
支
援
、
津
波
避
難
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

プ
ロ
グ
ラ
ム
、
防
災
計
画
担
当
者
と
想
定
避
難
者
と
の
双
方
向
的
な
避
難
訓
練
プ
ロ
セ
ス
等
か
ら
な
る
手

法
を
確
立
し
、
平
成
2
7
年
度
ま
で
に
「
港
湾
堤
外
地
の
避
難
行
動
計
画
シ
ス
テ
ム
（
仮
称
）
」
を
構
築
す
る
。

そ
の
成
果
は
、
国
土
交
通
省
港
湾
局
が
策
定
予
定
の
「
港
湾
の
避
難
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
反
映
さ
せ

る
と
と
も
に
、
自
治
体
に
提
供
す
る
。
さ
ら
に
、
沖
合
波
浪
や
漂
流
物
観
測
の
た
め
に
構
築
し
た
短
波
海
洋

レ
ー
ダ
の
技
術
を
、
津
波
や
副
振
動
観
測
に
活
用
す
る
技
術
の
開
発
に
取
り
組
み
、
津
波
避
難
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
の
予
測
精
度
向
上
を
図
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
5
-
H
2
7
2
4
百
万
円

国 土 交 通 省

A
P
新
規
・

新
規
事
業

命 ・ 健 康 を 、 災 害 か ら 守 る

③
迅
速
か
つ

的
確
な
避
難

行
動
を
と
る

た
め
の
備
え

と
情
報
提
供

6



政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

④
 災
害
現
場

か
ら
の
迅
速

で
確
実
な
人

命
救
助

5
消
防
活
動
の
安
全
確
保
の
た

め
の
技
術
に
関
す
る
研
究
開

発

　
津
波
現
場
に
い
る
生
存
者
を
発
見
し
、
速
や
か
に
救
出
す
る
た
め
に
、
無
人
ヘ
リ
等
に
よ
る
偵
察
技
術
と

監
視
技
術
の
開
発
、
水
や
ガ
レ
キ
が
滞
留
し
て
い
る
領
域
で
も
消
防
活
動
を
可
能
と
す
る
消
防
車
両
の
踏

破
技
術
と
救
助
技
術
の
開
発
を
行
う
。

　
平
成
2
7
年
度
ま
で
に
、
技
術
開
発
、
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
に
よ
る
運
用
試
験
を
終
え
、
運
用
方
法
を
確
立
す
る
。

【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
7
2
9
百
万
円

（
5
1
百
万
円
）

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

6

大
規
模
災
害
時
の
医
療
の
確

保
に
関
す
る
研
究

【
厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

(地
域
医
療
基
盤
開
発
推
進
研
究

事
業
)】

　
災
害
発
生
時
に
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
が
よ
り
効
果
的
に
活
動
し
、
中
長
期
の
災
害
医
療
へ
の
連
携
が
円
滑
に
な
さ

れ
、
住
民
の
災
害
死
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
に
、
東
日
本
大
震
災
に
お
い
て
防
ぎ
え
た
可
能
性
の
あ
る

災
害
死
の
実
態
を
把
握
し
、
急
性
期
～
中
長
期
に
わ
た
る
災
害
医
療
の
対
応
の
改
善
を
図
る
。

　
東
日
本
大
震
災
で
死
亡
し
た
全
傷
病
者
を
対
象
と
し
、
そ
の
実
態
に
つ
い
て
さ
ら
な
る
医
学
的
観
点
か
ら

の
検
証
を
行
う
等
に
よ
り
、
そ
の
知
見
等
を
各
種
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
や
D
M
A
T
研
修
内
容
の
改
善
等
に

反
映
し
、
全
国
に
わ
た
る
災
害
医
療
体
制
の
改
善
に
つ
な
げ
る
。

平
成
2
5
年
度
中
に
マ
ニ
ュ
ア
ル
や
研
修
の
改
善
内
容
を
ま
と
め
、
平
成
2
6
年
度
に
は
そ
れ
ら
の
周
知
を
図

る
。
【
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
5
7
百
万
円

（
7
百
万
円
）

厚 生 労 働 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

7

東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
被

災
者
の
健
康
状
態
等
及
び
大

規
模
災
害
時
の
健
康
支
援
に

関
す
る
研
究

【
厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

(成
育
疾
患
克
服
等
次
世
代
育
成

基
盤
研
究
事
業
の
一
部
、
認
知

症
対
策
総
合
研
究
事
業
の
一

部
、
長
寿
科
学
総
合
研
究
事
業

の
一
部
、
健
康
安
全
・
危
機
管
理

対
策
総
合
研
究
事
業
の
一
部
）
】

　
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
の
健
康
状
態
等
を
継
続
的
に
把
握
し
、
必
要
に
応
じ
て
専
門
的
な
ケ
ア
に
つ

な
げ
る
と
と
も
に
、
今
後
の
支
援
体
制
や
将
来
の
大
規
模
災
害
発
生
時
の
保
健
活
動
の
在
り
方
に
つ
い

て
、
明
ら
か
に
す
る
。
特
に
、
特
別
な
配
慮
が
必
要
な
母
子
や
高
齢
者
（
認
知
症
患
者
）
に
つ
い
て
は
、
適

切
な
支
援
等
を
行
う
た
め
の
指
針
等
を
作
成
す
る
。

　
平
成
2
5
年
度
ま
で
に
周
産
期
・
小
児
保
健
医
療
、
母
子
保
健
活
動
に
つ
い
て
、
2
6
年
度
ま
で
に
高
齢
者

（
認
知
症
患
者
）
に
対
す
る
支
援
に
つ
い
て
、
指
針
等
を
と
り
ま
と
め
る
。
ま
た
3
3
年
度
ま
で
長
期
的
な
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
を
行
い
、
被
災
者
の
健
康
状
態
と
被
災
に
よ
り
お
か
れ
た
環
境
等
と
の
関
係
を
検
証
す

る
。
【
一
部
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
3
3
約
4
2
0
百
万
円

（
4
1
0
百
万
円
）

厚 生 労 働 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

命 ・ 健 康 を 、 災 害 か ら 守 る

⑤
被
災
者
に

対
す
る
迅
速

で
的
確
な
医

療
の
提
供
と

健
康
の
維
持

7



政
策

課
題

重
点

的
取

組
施

策
番

号
施

策
名

【
事

業
名

】
施

策
概

要
実

施
期

間
H

2
5
年

度
概

算
要

求
額

(H
2
4
予

算
額

）

府
省

名
施

策
情

報

⑥
競

争
力

の
高

い
農

林
水

産
業

の
再

生
8

食
料

生
産

地
域

再
生

の
た

め
の

先
端

技
術

展
開

事
業

　
農

林
水

産
・
食

品
分

野
の

技
術

シ
ー

ズ
の

実
証

を
被

災
地

に
お

い
て

行
い

、
産

業
へ

の
導

入
を

促
進

す
る

。
中

長
期

的
に

は
、

被
災

地
で

計
画

さ
れ

て
い

る
大

規
模

な
土

地
利

用
の

見
直

し
や

水
産

業
の

協
業

化
等

に
対

応
し

、
多

数
の

技
術

シ
ー

ズ
の

最
適

な
組

み
合

わ
せ

を
検

討
し

、
生

産
コ

ス
ト

半
減

、
収

益
率

２
倍

を
達

成
す

る
技

術
体

系
を

確
立

し
、

被
災

地
内

外
に

普
及

す
る

。
　

震
災

後
2
年

以
内

に
、

こ
れ

ま
で

の
研

究
で

確
立

し
た

技
術

シ
ー

ズ
の

最
適

な
導

入
方

法
を

検
討

し
、

被
災

地
の

農
林

水
産

・
食

品
関

連
産

業
に

順
次

導
入

し
て

い
く
。

さ
ら

に
、

平
成

2
9
年

度
ま

で
に

、
多

数
の

技
術

シ
ー

ズ
を

組
み

合
わ

せ
て

、
生

産
コ

ス
ト

半
減

あ
る

い
は

収
益

率
2
倍

の
高

効
率

生
産

を
達

成
す

る
。

【
一

部
2
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
3
補

正
-

H
2
9

2
,4

0
0
百

万
円

(7
6
4
百

万
円

)

農 林 水 産 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

9
東

北
発

 素
材

技
術

先
導

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

　
東

北
の

大
学

や
製

造
業

が
強

み
を

有
す

る
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
・
材

料
分

野
に

お
い

て
、

産
学

官
の

協
働

に
よ

る
研

究
開

発
拠

点
を

形
成

し
、

世
界

最
先

端
の

技
術

を
活

用
し

た
先

端
材

料
を

開
発

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

東
北

地
方

が
強

み
を

有
す

る
素

材
産

業
を

け
ん

引
し

、
雇

用
創

出
・
拡

大
と

産
業

活
性

化
を

図
る

。
具

体
的

に
は

以
下

の
3
分

野
に

お
い

て
、

世
界

最
先

端
の

技
術

を
活

用
し

た
先

端
技

術
を

開
発

す
る

。
　

・
　

希
少

元
素

高
効

率
抽

出
技

術
　

・
　

超
低

損
失

磁
心

材
料

技
術

　
・
　

超
低

摩
擦

技
術

　
企

業
等

か
ら

の
積

極
的

参
加

を
促

し
、

平
成

2
8
年

度
ま

で
に

拠
点

に
お

け
る

連
携

企
業

数
及

外
部

研
究

者
*
の

受
け

入
れ

数
を

、
2
3
年

度
時

点
の

２
倍

以
上

と
す

る
こ

と
を

目
指

す
。

*
産

業
界

か
ら

の
派

遣
や

他
大

学
か

ら
の

受
入

れ
を

含
む

。
【
5
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
4
-
H

2
8

1
,4

5
5
百

万
円

文 部 科 学 省

A
P

新
規

・
継

続
事

業

1
0

産
学

官
金

連
携

に
よ

る
東

北
発

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

創
出

（
注

：
金

は
金

融
業

界
を

意
味

す
る

）

【
①

地
域

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
戦

略
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

、
②

復
興

促
進

プ
ロ

グ
ラ

ム
（
マ

ッ
チ

ン
グ

促
進

、
A

-
S
T
E
P

、
産

学
共

創
）
】

　
短

期
的

に
は

、
被

災
地

域
を

中
心

と
し

た
産

学
官

金
及

び
こ

れ
ら

の
セ

ク
タ

ー
間

の
連

携
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
人

材
を

結
集

し
た

上
で

、
地

域
の

強
み

や
特

性
、

被
災

地
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

基
づ

い
た

共
同

研
究

開
発

を
促

進
す

る
。

　
平

成
2
7
年

度
ま

で
共

同
研

究
開

発
を

促
進

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

新
製

品
開

発
を

達
成

し
、

被
災

地
で

の
雇

用
創

出
・
拡

大
と

産
業

競
争

力
を

強
化

す
る

。
【
一

部
5
年

以
内

に
実

用
化

】
　

中
長

期
的

に
は

（
5
年

程
度

）
、

産
学

官
金

連
携

の
下

で
持

続
的

・
発

展
的

な
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

を
目

指
す

被
災

自
治

体
主

導
の

戦
略

構
想

に
対

し
て

、
支

援
を

行
い

、
被

災
地

に
お

け
る

雇
用

創
出

・
拡

大
や

経
済

再
生

を
図

る
。

　
被

災
地

自
治

体
と

地
域

の
産

学
官

金
が

連
携

し
た

協
議

会
を

設
立

し
、

平
成

2
9
年

度
ま

で
に

、
被

災
地

の
持

続
的

・
発

展
的

な
地

域
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

を
創

出
す

る
。

【
一

部
5
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
4
-
H

2
9

①
2
,5

0
6
百

万
円

（
1
,5

0
4
 百

万
円

）
②

科
学

技
術

振
興

機
構

運
営

費
交

付
金

の
内

数

文 部 科 学 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

仕 事 を 、 災 害 か ら 守 り 、 新 た に 創 る

⑦
革

新
的

技
術

・
地

域
の

強
み

を
活

用
し

た
被

災
地

で
の

雇
用

創
出

・
拡

大
と

産
業

競
争

力
強

化
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

⑨
よ
り
低
コ
ス

ト
な
液
状
化

被
害
防
止

1
1

市
街
地
に
お
け
る
低
コ
ス
ト
液

状
化
対
策
技
術
に
関
す
る
研

究 【
沿
岸
都
市
の
防
災
構
造
化
支
援

技
術
に
関
す
る
研
究
　
の
一
部
】

　
市
街
地
に
お
け
る
液
状
化
対
策
を
、
街
路
と
建
築
敷
地
を
一
体
的
に
実
施
す
る
た
め
の
設
計
・
施
工
法

の
研
究
開
発
を
行
い
、
平
成
2
6
年
度
ま
で
に
適
用
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
示
す
。
こ
の
結
果
、
道
路
部
分
と
宅

地
部
分
を
一
体
的
に
設
計
・
施
工
す
る
こ
と
に
よ
り
面
積
当
た
り
の
施
工
経
費
の
軽
減
が
可
能
と
な
り
、
ま

た
、
個
々
の
住
宅
所
有
者
が
個
別
に
改
良
を
行
う
場
合
に
比
べ
負
担
軽
減
が
可
能
な
設
計
戦
略
を
講
ず

る
こ
と
が
出
来
る
。

　
本
研
究
の
成
果
は
、
液
状
化
被
災
市
街
地
の
速
や
か
な
復
旧
、
復
興
に
向
け
た
資
料
と
し
て
順
次
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
上
に
公
開
す
る
と
共
に
、
平
成
2
6
年
度
ま
で
順
次
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
へ
反
映
す
る
。
【
5
年
以
内
に

実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
6

1
5
百
万
円
の
内

数 （
1
5
百
万
円
の
内

数
）

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
2

電
磁
波
（
高
周
波
）
セ
ン
シ
ン
グ

に
よ
る
建
造
物
の
非
破
壊
健

全
性
検
査
技
術
の
研
究
開
発

【
電
磁
波
を
用
い
た
構
造
物
非
破

壊
セ
ン
シ
ン
グ
技
術
の
研
究
開

発
】

　
マ
イ
ク
ロ
波
、
ミ
リ
波
、
テ
ラ
ヘ
ル
ツ
波
等
の
様
々
な
周
波
数
帯
域
の
電
磁
波
を
利
用
し
、
化
粧
板
等
に
覆

わ
れ
て
骨
格
を
目
視
診
断
で
き
な
い
被
災
家
屋
等
を
非
破
壊
で
効
率
的
に
診
断
す
る
電
磁
波
セ
ン
シ
ン
グ

の
基
盤
技
術
を
確
立
す
る
。
本
施
策
で
開
発
す
る
装
置
は
実
用
性
を
重
視
し
、
小
型
で
低
コ
ス
ト
な
も
の
と

な
る
こ
と
を
目
指
す
。

　
平
成
2
4
年
度
～
平
成
2
5
年
度
に
は
ハ
ー
ド
ウ
エ
ア
に
重
点
を
お
い
た
開
発
を
行
い
、
平
成
2
6
年
度
～
平

成
2
7
年
度
に
は
建
築
診
断
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
な
ど
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
開
発
を
行
っ
て
木
造
建
造
物
非
破
壊
検
査

シ
ス
テ
ム
と
し
て
完
成
さ
せ
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
7
情
報
通
信
研
究

機
構
運
営
費
交

付
金
の
内
数

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
3

海
溝
型
巨
大
地
震
等
の
地
震

特
性
を
踏
ま
え
た
建
築
物
の

耐
震
性
能
設
計
技
術
の
開
発

　
【
地
震
動
情
報
の
高
度
化
に
対

応
し
た
建
築
物
の
耐
震
性
能
評

価
技
術
の
開
発
】

　
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
等
で
観
測
さ
れ
た
超
高
層
建
築
物
を
含
む
建
築
物
の
地
震
観
測
記
録
を
分

析
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
従
来
の
設
計
で
は
曖
昧
と
さ
れ
て
い
た
「
地
盤
の
揺
れ
」
と
「
建
築
物
の
揺
れ
」
と
の

関
係
性
を
明
ら
か
に
し
、
建
築
物
と
地
盤
の
特
性
の
双
方
を
考
慮
し
た
地
震
力
評
価
手
法
を
構
築
し
、
平

成
2
4
年
度
末
ま
で
に
中
低
層
建
築
物
に
つ
い
て
、
平
成
2
5
年
度
末
ま
で
に
超
高
層
建
築
に
つ
い
て
技
術

基
準
類
に
示
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
巨
大
地
震
に
対
す
る
建
築
物
の
合
理
的
な
防
災
対
策
を
可
能
と
す
る
。
【
2

年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
2
-
H
2
5
3
0
百
万
円

(9
7
百
万
円
)

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
4

非
構
造
部
材
（
外
装
材
）
の
耐

震
安
全
性
の
評
価
手
法
・
基
準

に
関
す
る
研
究

　
【
外
装
材
の
耐
震
安
全
性
の
評

価
手
法
・
基
準
に
関
す
る
研
究
】

　
こ
れ
ま
で
の
地
震
に
よ
り
剥
離
・
剥
落
等
の
被
害
が
数
多
く
報
告
さ
れ
て
い
る
タ
イ
ル
・
モ
ル
タ
ル
等
の
湿

式
外
装
材
を
対
象
に
、
不
特
定
多
数
が
利
用
す
る
公
共
施
設
や
商
業
施
設
、
集
合
住
宅
等
の
特
殊
建
築

物
を
対
象
に
、
平
成
2
6
年
度
末
ま
で
に
、
①
湿
式
外
装
材
の
耐
震
安
全
性
を
考
慮
し
た
剥
落
防
止
の
た
め

の
技
術
基
準
類
、
お
よ
び
②
地
震
後
の
湿
式
外
装
材
の
健
全
性
を
評
価
す
る
方
法
を
確
立
す
る
。
【
5
年
以

内
に
実
用
化
】

H
2
3
補
正
-

H
2
6

1
5
百
万
円

(1
5
百
万
円
)

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

⑪
災
害
に
対

す
る
構
造
物

の
強
靱
性
の

向
上

居 住 地 域 を 、 災 害 か ら 守 り 、 新 た に 創 る
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

1
5
津
波
が
越
え
て
も
壊
れ
に
く
い

防
波
堤
構
造
の
開
発

　
防
波
堤
等
の
防
護
施
設
を
、
今
後
発
生
が
予
想
さ
れ
る
東
海
、
東
南
海
、
南
海
地
震
等
に
伴
う
津
波
が

発
生
し
た
際
に
も
、
じ
ん
性
が
高
く
容
易
に
倒
壊
し
な
い
構
造
と
し
て
整
備
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
津
波
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
が
減
殺
さ
れ
、
防
波
堤
の
背
後
の
市
街
地
や
港
湾
へ
の
被
害
を
軽
減
す
る
と
共
に
、
市
街
地
の

住
民
や
港
湾
の
労
働
者
の
避
難
の
時
間
を
稼
ぐ
こ
と
を
実
現
し
、
人
命
、
財
産
の
被
害
を
軽
減
、
地
域
の

津
波
防
災
力
の
向
上
を
図
る
。

　
平
成
2
4
年
度
は
防
波
堤
等
の
防
護
施
設
を
大
津
波
が
発
生
し
て
も
容
易
に
倒
壊
し
な
い
構
造
と
し
て
整

備
す
る
た
め
の
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
改
良
方
策
の
技
術
検
討
を
行
い
、
平
成
2
5
年
度
に
技
術
基
準
に

反
映
す
る
。
【
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
補
正
-

H
2
5

-

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
6

大
規
模
地
震
・
津
波
に
対
す
る

河
川
堤
防
の
複
合
対
策
技
術

の
開
発

　
【
土
木
研
究
所
運
営
費
交
付
金

の
内
数
（
気
候
変
化
等
に
よ
り
激

甚
化
す
る
水
災
害
を
防
止
、
軽
減

す
る
た
め
の
技
術
開
発
）
】

　
地
震
時
の
堤
防
の
沈
下
や
崩
壊
現
象
（
液
状
化
）
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
、
対
策
技
術
に
関
す
る
検
討
、
基

礎
地
盤
の
複
雑
性
に
着
目
し
た
地
盤
調
査
方
法
や
、
河
川
堤
防
の
合
理
的
な
浸
透
・
耐
震
対
策
の
検
討

を
実
施
し
、
そ
の
成
果
を
技
術
基
準
、
指
針
等
に
反
映
さ
せ
る
。
達
成
目
標
は
①
堤
防
の
被
災
メ
カ
ニ
ズ
ム

の
解
明
、
②
物
理
探
査
技
術
を
導
入
し
た
新
し
い
調
査
方
法
の
提
案
、
③
浸
透
と
液
状
化
を
複
合
的
に
評

価
す
る
手
法
の
開
発
、
④
浸
透
対
策
の
コ
ス
ト
低
減
化
、
⑤
液
状
化
し
た
堤
防
に
対
す
る
対
策
技
術
の
開

発
、
⑥
浸
透
対
策
と
地
震
対
策
を
複
合
し
た
対
策
技
術
の
開
発
と
し
、
こ
れ
ら
を
平
成
2
7
年
度
ま
で
実
施

し
、
成
果
は
逐
次
公
表
し
、
早
期
の
普
及
を
図
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
7

土
木
研
究
所
運

営
費
交
付
金

8
,1
0
7
百
万
円
の

内
数

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

⑫
大
量
の
災

害
廃
棄
物
の

迅
速
、
円
滑

な
処
理
と
有

効
利
用

1
7

災
害
廃
棄
物
の
迅
速
・
円
滑
な

処
理
を
目
指
し
た
処
理
技
術
・

シ
ス
テ
ム
の
研
究

【
環
境
研
究
総
合
推
進
費
（
東
日

本
大
震
災
復
興
特
別
会
計
分
）
】

　
津
波
に
よ
り
発
生
し
た
膨
大
な
災
害
廃
棄
物
の
処
理
を
よ
り
迅
速
、
円
滑
に
進
め
る
た
め
に
必
要
な
廃
棄

物
管
理
・
処
理
シ
ス
テ
ム
及
び
技
術
の
研
究
開
発
を
行
う
。
具
体
的
に
は
、
放
射
性
物
質
等
の
有
害
物
質

の
含
有
量
の
把
握
、
処
理
時
の
石
綿
の
適
正
処
理
、
海
面
最
終
処
分
場
の
安
全
性
、
災
害
廃
棄
物
の
土

壌
覆
土
剤
へ
の
再
利
用
等
、
大
量
の
災
害
廃
棄
物
の
迅
速
、
円
滑
な
処
理
に
関
す
る
研
究
を
実
施
す
る
。

得
ら
れ
た
研
究
成
果
は
、
被
災
地
域
に
お
い
て
積
極
的
な
活
用
を
図
る
。

　
2
5
年
度
末
ま
で
に
、
研
究
開
発
を
終
了
し
、
成
果
を
具
体
的
に
災
害
廃
棄
物
の
処
理
・
再
利
用
に
適
用
す

る
。
得
ら
れ
た
研
究
成
果
は
、
平
成
2
5
年
度
改
訂
す
る
『
震
災
廃
棄
物
対
策
指
針
』
に
取
り
入
れ
、
全
国
の

自
治
体
で
立
案
す
る
災
害
廃
棄
物
処
理
計
画
で
活
用
す
る
。

【
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
5

1
,0
0
0
百
万
円
の

内
数
(9
1
6
百
万
円
の
内

数
)

環 境 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
8

石
油
タ
ン
ク
の
地
震
・
津
波
時

の
安
全
性
向
上
及
び
堆
積
物

火
災
の
消
火
技
術
に
関
す
る

研
究

【
危
険
性
物
質
と
危
険
物
施
設
の

安
全
性
向
上
に
関
す
る
研
究
】

　
東
日
本
大
震
災
で
見
ら
れ
た
、
津
波
に
よ
る
石
油
タ
ン
ク
の
流
出
、
損
傷
及
び
危
険
物
流
出
な
ど
の
被
害

を
軽
減
す
る
た
め
に
、
こ
れ
ま
で
の
石
油
タ
ン
ク
の
耐
震
対
策
を
検
証
し
、
津
波
対
策
も
盛
り
込
ま
れ
た
石

油
タ
ン
ク
の
技
術
基
準
へ
の
反
映
を
行
う
。
ま
た
、
石
油
タ
ン
ク
の
地
震
・
津
波
に
よ
る
被
害
想
定
シ
ス
テ
ム

を
構
築
し
、
消
防
隊
や
事
業
者
に
よ
る
地
震
後
の
的
確
な
応
急
対
応
を
図
る
。
さ
ら
に
、
震
災
に
よ
り
発
生

す
る
ガ
レ
キ
や
金
属
ス
ク
ラ
ッ
プ
な
ど
の
堆
積
物
火
災
の
被
害
を
軽
減
す
る
た
め
の
消
火
技
術
を
開
発
し
、

堆
積
物
火
災
に
対
す
る
消
火
活
動
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定
、
消
防
本
部
へ
の
周
知
を
行
う
。
【
5
年
以
内
に
実

用
化
】

H
2
3
-
H
2
7
5
0
百
万
円

（
7
0
百
万
円
）

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

1
9
多
様
化
す
る
火
災
に
対
す
る

安
全
確
保

　
東
日
本
大
震
災
で
発
生
し
た
火
災
の
デ
ー
タ
を
収
集
し
、
統
計
分
析
や
事
例
調
査
に
よ
り
実
態
を
把
握

す
る
と
共
に
、
そ
の
発
生
原
因
・
延
焼
要
因
を
調
査
分
析
し
、
火
災
の
予
防
技
術
、
防
火
対
策
技
術
を
開
発

す
る
。
ま
た
、
目
撃
情
報
の
多
い
自
動
車
か
ら
の
出
火
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
解
明
、
今
後
の
利
活
用
推
進
が
予

測
さ
れ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
活
用
に
お
け
る
火
災
危
険
性
に
関
す
る
研
究
を
行
い
、
安
全
な
消

防
活
動
の
方
策
を
明
ら
か
に
す
る
。
平
成
2
7
年
度
ま
で
の
研
究
過
程
に
お
い
て
、
得
ら
れ
た
成
果
は
順
次

消
防
本
部
に
提
供
を
行
う
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
7
3
8
百
万
円

（
5
7
百
万
円
）

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

⑪
災
害
に
対

す
る
構
造
物

の
強
靱
性
の

向
上

⑬
産
業
施
設

等
に
よ
る
火

災
等
の
二
次

災
害
の
発
生

防
止
機
能
の

強
化

居 住 地 域 を 、 災 害 か ら 守 り 、 新 た に 創 る
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

2
0
災
害
時
の
情
報
伝
達
基
盤
技

術
に
関
す
る
研
究
開
発

　
東
日
本
大
震
災
の
よ
う
な
災
害
時
に
お
い
て
、
大
規
模
な
通
信
の
混
雑
が
発
生
す
る
場
合
や
、
地
上
系

の
通
信
設
備
に
被
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
も
、
被
害
状
況
の
連
絡
や
被
災
地
か
ら
の
支
援
要
請
、

安
否
確
認
情
報
な
ど
を
含
む
重
要
通
信
を
確
実
に
伝
達
で
き
る
よ
う
に
情
報
伝
達
基
盤
技
術
の
研
究
開
発

を
行
う
。

　
平
成
2
6
年
度
末
ま
で
に
、
通
信
処
理
能
力
が
枯
渇
し
た
地
域
の
拠
点
と
通
信
処
理
能
力
に
余
裕
が
あ
る

地
域
の
拠
点
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
じ
て
連
携
さ
せ
通
信
処
理
能
力
を
融
通
す
る
技
術
、
被
災
地
へ
の
緊
急

運
搬
及
び
複
数
接
続
運
用
が
可
能
な
移
動
式
IC
T
ユ
ニ
ッ
ト
に
関
す
る
技
術
、
一
つ
の
地
球
局
で
複
数
の

衛
星
通
信
方
式
に
対
応
可
能
と
す
る
た
め
の
技
術
等
を
確
立
す
る
。
【
一
部
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4

-
H
2
6

3
,1
0
0
百
万
円

(2
,0
0
0
百
万
円
)

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

2
1

航
空
機
S
A
R
に
よ
る
大
規
模
災

害
時
に
お
け
る
災
害
状
況
把

握 【
①
搭
載
航
空
機
の
自
由
度
向
上

の
た
め
の
研
究
開
発
、
②
観
測

デ
ー
タ
の
高
次
解
析
処
理
の
高

度
化
の
た
め
の
研
究
開
発
】

　
災
害
時
の
建
物
や
車
等
の
状
態
な
ど
広
範
囲
（
幅
1
0
km
×
長
さ
5
0
km
程
度
）
の
地
上
の
状
況
を
上
空
か

ら
瞬
時
に
把
握
し
、
被
災
地
観
測
に
有
効
な
航
空
機
搭
載
高
分
解
能
S
A
R
（
合
成
開
口
レ
ー
ダ
）
の
実
用

化
に
向
け
た
課
題
解
決
の
た
め
、
搭
載
す
る
航
空
機
の
自
由
度
向
上
と
観
測
デ
ー
タ
の
高
次
解
析
処
理

の
高
度
化
に
向
け
た
研
究
開
発
を
行
う
。

　
搭
載
航
空
機
の
自
由
度
向
上
に
つ
い
て
は
、
小
型
航
空
機
へ
の
搭
載
が
困
難
な
現
状
の
航
空
機
S
A
R

を
小
型
化
、
軽
量
化
し
、
現
在
と
同
等
の
性
能
を
有
し
つ
つ
、
小
型
航
空
機
や
ヘ
リ
へ
の
搭
載
を
可
能
と
す

る
と
と
も
に
、
動
揺
補
正
技
術
や
マ
ン
マ
シ
ン
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
の
開
発
を
行
う
。
ま
た
、
観
測
デ
ー
タ
の
高
次

解
析
処
理
の
高
度
化
に
つ
い
て
は
、
デ
ー
タ
処
理
の
高
速
化
、
地
図
投
影
処
理
（
オ
ル
ソ
化
）
、
専
門
知
識

を
必
要
と
す
る
デ
ー
タ
判
読
手
法
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
（
自
動
処
理
化
）
を
図
る
。
【
一
部
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
7

①
9
5
0
百
万
円

（
9
5
0
百
万
円
）

②
情
報
通
信
研

究
機
構
運
営
費

交
付
金
の
内
数

総 務 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

（
一
部
新

規
）

2
2
大
規
模
広
域
型
地
震
被
害
の

即
時
推
測
技
術
に
関
す
る
研

究

　
地
震
発
生
直
後
に
国
土
交
通
省
地
震
計
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
お
よ
び
（
独
）
防
災
科
学
技
術
研
究
所
の
強
震
観

測
網
で
得
ら
れ
る
地
震
観
測
記
録
の
統
合
処
理
に
よ
り
地
震
動
分
布
を
推
定
し
、
河
川
・
道
路
施
設
の
被

災
状
況
を
即
時
的
に
推
測
す
る
手
法
を
開
発
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
地
震
発
生
後
1
5
分
以
内
に
所
管
施
設

の
被
災
状
況
を
推
測
す
る
手
法
を
開
発
し
、
実
用
化
し
、
迅
速
な
初
動
対
応
の
判
読
に
活
用
す
る
。

　
平
成
2
6
年
度
に
は
地
震
観
測
記
録
の
統
合
処
理
お
よ
び
地
震
動
分
布
の
推
測
が
可
能
な
シ
ス
テ
ム
を

構
築
し
、
平
成
2
7
年
度
に
は
国
土
交
通
省
が
所
管
す
る
河
川
・
道
路
施
設
の
被
害
推
測
手
法
を
実
用
化

し
、
地
震
動
分
布
と
施
設
の
被
災
度
を
自
動
的
に
推
計
・
表
示
す
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
、
重
点
復
旧
箇

所
や
優
先
緊
急
対
応
箇
所
の
絞
り
込
み
と
そ
れ
に
応
じ
た
広
域
支
援
体
制
の
構
築
に
役
立
て
る
。
【
5
年
以

内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
6
1
2
百
万
円

（
1
3
百
万
円
）

国 土 交 通 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

モ ノ 、 情 報 、 エ ネ ル ギ ー 等 の 流 れ を 、 災 害 時 も 確 保 し 、 新 た に 創 る

⑯
必
要
な
情

報
の
把
握
・

伝
達
手
段
の

強
靱
さ
の
確

保
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政
策

課
題

重
点

的
取

組
施

策
番

号
施

策
名

【
事

業
名

】
施

策
概

要
実

施
期

間
H

2
5
年

度
概

算
要

求
額

(H
2
4
予

算
額

）

府
省

名
施

策
情

報

2
3

放
射

線
の

人
体

・
環

境
へ

の
長

期
影

響
の

軽
減

に
向

け
た

取
組

　
福

島
を

は
じ

め
と

す
る

国
民

の
安

全
・
安

心
を

確
保

す
る

た
め

、
胎

児
・
小

児
期

の
低

線
量

放
射

線
の

健
康

へ
の

影
響

や
、

発
が

ん
に

お
け

る
放

射
線

影
響

の
蓄

積
性

に
つ

い
て

の
研

究
を

実
施

す
る

。
ま

た
、

ホ
ッ

ト
ス

ポ
ッ

ト
を

検
出

す
る

放
射

線
測

定
器

等
の

開
発

・
フ

ィ
ー

ル
ド

試
験

を
実

施
し

、
放

射
線

に
よ

る
福

島
県

の
環

境
へ

の
影

響
の

評
価

と
そ

の
低

減
策

を
示

す
。

さ
ら

に
、

放
射

線
に

よ
る

事
故

復
旧

作
業

者
情

報
を

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
登

録
し

、
被

ば
く
線

量
の

総
合

評
価

と
健

康
状

況
等

の
追

跡
調

査
を

実
施

す
る

。
こ

れ
ら

の
成

果
を

、
規

制
等

の
施

策
に

取
り

入
れ

る
と

と
も

に
、

国
民

や
国

・
自

治
体

等
行

政
機

関
、

国
際

的
な

関
係

機
関

に
発

信
す

る
。

【
一

部
2
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
3
補

正
-

H
3
2

放
射

線
医

学
総

合
研

究
所

運
営

費
交

付
金

及
び

施
設

整
備

費
補

助
金

の
内

数

文 部 科 学 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

2
4

災
害

・
放

射
能

と
環

境
に

関
す

る
研

究
の

一
体

的
推

進

【
①

国
立

環
境

研
究

所
運

営
費

交
付

金
、

②
災

害
・
放

射
能

と
環

境
に

関
す

る
研

究
の

一
体

的
推

進
、

③
水

環
境

放
射

性
物

質
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
調

査
等

】

　
環

境
中

の
多

媒
体

に
お

け
る

放
射

性
物

質
の

実
態

把
握

・
動

態
解

明
・
モ

デ
ル

化
の

手
法

開
発

等
や

、
ヒ

ト
へ

の
被

ば
く
量

の
評

価
、

環
境

放
射

線
の

生
態

系
へ

の
影

響
評

価
等

の
調

査
研

究
を

実
施

す
る

。
ま

た
、

放
射

性
物

質
汚

染
廃

棄
物

等
の

安
全

か
つ

迅
速

な
処

理
処

分
等

技
術

・
シ

ス
テ

ム
の

開
発

・
高

度
化

・
評

価
等

の
調

査
研

究
を

行
う

。
さ

ら
に

、
放

射
性

物
質

汚
染

廃
棄

物
等

の
処

理
処

分
関

連
施

設
の

長
期

的
管

理
・
解

体
撤

去
等

の
安

全
か

つ
効

率
的

な
手

法
の

調
査

研
究

を
実

施
す

る
。

ま
た

、
災

害
廃

棄
物

及
び

産
業

系
副

産
物

の
復

興
資

材
と

し
て

の
利

活
用

技
術

等
に

関
す

る
研

究
を

実
施

す
る

。
　

こ
れ

ら
の

成
果

を
、

除
染

等
措

置
の

計
画

や
特

措
法

に
基

づ
く
指

針
や

技
術

資
料

等
へ

反
映

す
る

。
【
5

年
以

内
（
一

部
2
年

以
内

）
に

実
用

化
】

H
2
3
-
H

2
7

①
国

立
環

境
研

究
所

運
営

費
交

付
金

の
内

数
②

9
0
3
百

万
円

③
6
0
0
百

万
円

環 境 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業
（
一

部
新

規
）

⑲
除

染
等

作
業

を
行

う
者

の
被

ば
く
防

止
の

取
組

2
5

除
染

等
作

業
を

行
う

者
の

被
ば

く
防

止
の

取
組

【
厚

生
労

働
科

学
研

究
費

補
助

金
（
労

働
安

全
衛

生
総

合
研

究
事

業
の

一
部

）
】

　
除

染
等

作
業

者
の

安
全

性
、

作
業

効
率

性
の

向
上

に
む

け
て

、
空

間
線

量
率

、
土

壌
の

放
射

能
濃

度
、

表
面

汚
染

の
関

係
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

で
、

効
率

的
で

迅
速

な
測

定
作

業
を

可
能

と
す

る
手

法
の

研
究

を
実

施
す

る
。

ま
た

、
土

壌
等

の
放

射
能

濃
度

及
び

空
気

中
の

粉
じ

ん
濃

度
の

測
定

結
果

と
、

空
気

中
の

放
射

性
物

質
濃

度
の

測
定

結
果

の
関

係
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

で
、

除
染

等
作

業
で

の
内

部
被

ば
く
防

止
対

策
の

た
め

の
基

準
値

の
最

適
化

に
関

す
る

研
究

を
実

施
す

る
。

こ
れ

ら
の

結
果

を
、

除
染

電
離

則
に

関
す

る
告

示
や

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
見

直
し

等
に

反
映

す
る

。
【
2
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
5
-
H

2
6

2
0
百

万
円

厚 生 労 働 省

A
P

新
規

・
新

規
事

業

2
6

環
境

修
復

等
に

関
す

る
開

か
れ

た
研

究
拠

点
の

形
成

と
除

染
手

法
の

早
期

確
立

・
提

供

　
土

壌
等

へ
の

セ
シ

ウ
ム

の
化

学
的

結
合

状
態

・
汚

染
機

構
の

解
明

と
、

効
率

的
・
効

果
的

な
吸

着
・
安

定
化

材
料

等
の

研
究

開
発

を
実

施
す

る
。

さ
ら

に
、

除
染

技
術

、
廃

棄
物

処
理

技
術

の
開

発
・
評

価
を

行
う

。
そ

れ
ら

の
成

果
は

、
地

方
自

治
体

等
の

協
力

を
得

な
が

ら
技

術
実

証
試

験
を

実
施

し
、

自
治

体
等

の
環

境
修

復
の

取
組

を
支

援
す

る
。

ま
た

、
開

発
さ

れ
た

技
術

に
つ

い
て

は
、

随
時

除
染

関
係

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
へ

反
映

し
て

い
く
。

【
一

部
2
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
3
補

正
-

H
3
2

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構
運

営
費

交
付

金
の

内
数

及
び

物
質

・
材

料
研

究
機

構
運

営
費

交
付

金
の

内
数

文 部 科 学 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

2
7

農
地

・
森

林
等

の
放

射
性

物
質

の
除

去
・
低

減
技

術
の

開
発

　
高

濃
度

汚
染

地
域

に
お

け
る

農
地

土
壌

除
染

技
術

体
系

の
構

築
・
実

証
、

高
濃

度
汚

染
農

地
土

壌
の

現
場

に
お

け
る

処
分

技
術

の
開

発
、

汚
染

地
域

の
農

地
か

ら
放

出
さ

れ
る

放
射

性
セ

シ
ウ

ム
動

態
予

測
技

術
の

開
発

等
を

行
う

。
　

こ
の

う
ち

、
開

発
・
実

証
を

終
え

社
会

実
装

可
能

と
判

断
さ

れ
た

技
術

に
つ

い
て

は
、

事
業

実
施

期
間

に
関

わ
ら

ず
、

国
の

除
染

事
業

を
一

元
的

に
担

っ
て

い
る

環
境

省
に

成
果

の
受

け
渡

し
を

行
う

。
【
5
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
3
補

正
-

H
2
6

2
1
3
百

万
円

(1
9
1
百

万
円

)

農 林 水 産 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

2
8

放
射

性
物

質
に

よ
る

環
境

汚
染

の
対

策

【
放

射
性

物
質

汚
染

対
処

法
施

行
事

業
】

　
除

染
作

業
の

効
率

化
、

土
壌

等
除

染
除

去
物

の
減

容
化

、
お

よ
び

放
射

性
物

質
に

汚
染

さ
れ

た
廃

棄
物

の
処

理
等

の
今

後
の

除
染

等
に

活
用

し
え

る
技

術
に

つ
い

て
公

募
に

よ
り

実
証

試
験

を
行

い
、

そ
の

効
果

、
経

済
性

、
安

全
性

等
を

検
証

す
る

。
ま

た
、

そ
れ

ら
の

成
果

を
除

染
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
（
平

成
2
4
年

1
月

2
6

日
 環

境
省

公
表

）
に

定
め

ら
れ

た
目

標
達

成
に

活
用

す
る

。
【
2
年

以
内

に
実

用
化

】

H
2
4
-
H

2
5

6
,7

9
0
百

万
円

の
内

数
(5

,6
5
8
百

万
円

)

環 境 省

A
P

継
続

・
継

続
事

業

放 射 性 物 質 に よ る 影 響

⑱
放

射
性

物
質

に
よ

る
健

康
へ

の
影

響
に

対
す

る
住

民
の

不
安

を
軽

減
す

る
た

め
の

取
組

⑳
放

射
性

物
質

の
効

果
的

・
効

率
的

な
除

染
と

処
分
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

2
9

食
品
中
の
放
射
性
物
質
に
関

す
る
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

（
食
品
の
安
全
確
保
推
進
研
究
事

業
）
】

　
食
品
中
の
放
射
性
物
質
の
よ
り
効
率
的
か
つ
正
確
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
継
続
的
に
実
施
す
る
た
め
、
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
の
際
の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
方
法
や
精
度
管
理
方
法
な
ど
を
開
発
し
、
自
治
体
に
示
す
な
ど
利
用
を
図

る
。
ま
た
、
国
際
的
知
見
を
活
用
し
つ
つ
、
基
準
設
定
時
に
前
提
と
し
た
食
品
中
の
放
射
性
核
種
の
濃
度

比
率
や
製
造
加
工
に
伴
う
濃
度
変
化
等
を
実
測
に
よ
り
確
認
す
る
と
と
も
に
、
国
民
の
実
際
の
暴
露
量
の

評
価
な
ど
も
行
っ
て
、
基
準
値
の
妥
当
性
を
検
証
す
る
。
ま
た
、
食
品
中
の
放
射
性
物
質
に
関
す
る
情
報

ニ
ー
ズ
を
分
析
し
、
国
民
向
け
に
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
分
か
り
易
い
情
報
発
信
ツ
ー
ル
を
作
成
し
情
報
発
信

を
実
施
す
る
。
【
一
部
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
8
1
0
0
百
万
円

（
1
0
0
百
万
円
）

厚 生 労 働 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

3
0

東
京
電
力
(株
)福
島
第
一
原

子
力
発
電
所
事
故
に
伴
う
放

射
性
物
質
の
長
期
的
影
響
把

握
手
法
の
確
立

　
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
か
ら
8
0
km
圏
内
を
1
km
メ
ッ
シ
ュ
で
放
射
性
物
質
の
影
響
（
空
間
線
量
率
、
放

射
性
セ
シ
ウ
ム
の
沈
着
）
を
詳
細
に
調
査
し
、
そ
の
変
化
傾
向
を
数
理
モ
デ
ル
化
す
る
。
ま
た
自
然
環
境
中

の
放
射
性
物
質
の
移
行
挙
動
モ
デ
ル
を
確
立
す
る
。
こ
れ
ら
の
結
果
か
ら
将
来
の
放
射
性
物
質
の
影
響
を

把
握
可
能
な
放
射
性
物
質
分
布
予
測
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。
分
布
予
測
モ
デ
ル
に
よ
り
得
ら
れ
る
放
射
性

物
質
の
長
期
影
響
評
価
結
果
は
関
係
市
町
村
、
原
子
力
災
害
対
策
本
部
、
環
境
省
な
ど
へ
情
報
共
有
し

て
い
く
。
【
一
部
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
5
1
,2
4
3
百
万
円

(1
,3
4
6
百
万
円
)

環 境 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

3
1

東
北
復
興
次
世
代
エ
ネ
ル

ギ
ー
研
究
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

【
東
北
復
興
の
た
め
の
ク
リ
ー
ン

エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
開
発
推
進
】

　
被
災
地
の
復
興
と
我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
の
克
服
に
貢
献
す
る
た
め
、
東
北
の
風
土
・
地
域
特
性

を
考
慮
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
の
研
究
開
発
を
、
自
治
体
と
連
携
し
て
実
施
し
、
将
来
的
に
事

業
化
・
実
用
化
さ
れ
、
東
北
地
域
が
新
た
な
環
境
先
進
地
域
と
し
て
発
展
す
る
こ
と
に
資
す
る
技
術
を
創
出

す
る
。
実
施
項
目
と
し
て
①
三
陸
沿
岸
に
お
け
る
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
研
究
開
発
、
②
微
細
藻

類
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
に
関
す
る
研
究
開
発
、
③
地
域
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
で
き
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
モ
ビ
リ
テ
ィ
統
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
研
究
開
発
を
行
う
。
【
一
部
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
4
-
H
2
8
8
1
4
百
万
円

（
8
1
4
百
万
円
）

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

施
策
の
一
部
の
み
A
P
対
象

政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

命 ・ 健 康 を 、 災 害 か ら 守 る

②
津
波
発
生

情
報
の
迅
速

か
つ
的
確
な

把
握

3
2

「
緊
急
津
波
予
測
技
術
・
津
波

災
害
対
応
支
援
シ
ス
テ
ム
」
の

実
現
に
向
け
た
観
測
・
研
究
開

発 【
①
地
震
・
津
波
観
測
監
視
シ
ス

テ
ム
構
築
、
②
日
本
海
溝
海
底
地

震
津
波
観
測
網
の
整
備
、
③
基

盤
的
な
高
精
度
地
震
・
火
山
観
測

研
究
】

　
「
日
本
海
溝
海
底
地
震
津
波
観
測
網
の
強
化
」
、
「
南
海
ト
ラ
フ
海
底
地
震
津
波
観
測
網
の
強
化
」
、
「
緊

急
津
波
予
測
技
術
に
係
る
シ
ス
テ
ム
開
発
」
(地
震
津
波
モ
ニ
タ
の
開
発
お
よ
び
即
時
的
に
津
波
を
予
測
す

る
技
術
の
研
究
)に
つ
い
て
、
A
P
対
象
と
す
る
。

　
巨
大
地
震
に
伴
う
大
規
模
な
津
波
に
対
し
、
よ
り
沖
合
で
観
測
可
能
な
ケ
ー
ブ
ル
式
地
震
計
・
水
圧
計
観

測
の
整
備
を
行
い
、
そ
れ
ら
の
デ
ー
タ
等
を
用
い
て
、
地
震
動
や
津
波
の
実
況
を
把
握
し
、
津
波
高
や

遡
上

高
を
迅
速
に
推
定
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

　
釧
路
沖
か
ら
房
総
沖
ま
で
の
太
平
洋
沖
沿
岸
で
は
、
1
5
4
点
の
観
測
点
か
ら
な
る
ケ
ー
ブ
ル
式
地
震
計

水
圧
計
の
整
備
を
平
成
2
6
年
度
ま
で
に
完
了
し
、
そ
の
後
試
験
運
用
を
開
始
す
る
。
ま
た
、
南
海
ト
ラ
フ
沿

い
の
南
海
地
震
の
想
定
震
源
域
で
は
、
平
成
2
7
年
度
ま
で
に
地
震
・
津
波
観
測
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
完
了

し
、
そ
の
後
、
試
験
運
用
を
開
始
す
る
。
そ
し
て
こ
れ
ら
の
観
測
網
か
ら
得
ら
れ
る
デ
ー
タ
を
用
い
て
、
即
時

的
に
津
波
を
予
測
す
る
技
術
の
基
本
的
な
開
発
は
平
成
2
6
年
度
ま
で
に
完
了
す
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用

化
】

H
2
4
-
2
7

①
1
,2
6
0
百
万
円

②
1
0
,7
2
5
百
万
円

③
防
災
科
学
技

術
研
究
所
運
営

費
交
付
金
の
内

数

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

（
一
部
新

規
）

㉒
 被
災
地
で
あ
る
東
北

が
故
に
可
能
な
、
あ
る
い

は
、
積
極
的
に
東
北
か
ら

全
国
・
海
外
に
発
信
可
能

な
取
組放 射 性 物 質 に よ る 影 響

㉑
農
水
産

物
、
産
業
製

品
の
放
射
性

物
質
の
迅
速

な
計
測
・
評

価
、
除
染
及

び
流
通
の
確

保
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

仕 事 を 、 災 害 か ら 守 り 、 新 た

に 創 る

⑥
競
争
力
の

高
い
農
林
水

産
業
の
再
生

3
3
東
北
マ
リ
ン
サ
イ
エ
ン
ス
拠
点

形
成
事
業

　
「
海
洋
生
態
系
の
調
査
研
究
」
に
つ
い
て
、
A
P
対
象
と
す
る
。

　
東
北
の
復
興
を
図
る
た
め
、
大
学
や
研
究
機
関
、
地
元
自
治
体
や
関
係
省
庁
等
が
連
携
し
、
被
災
地
の

海
洋
生
態
系
変
動
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
解
明
す
る
。
具
体
的
に
は
、
漁
場
の
回
復
に
資
す
る
科
学
的
知
見
を
提

供
す
る
た
め
、
地
震
・
津
波
に
よ
り
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
被
災
地
の
沿
岸
域
に
お
い
て
、
物
理
・
化
学
的

環
境
調
査
と
生
物
動
態
に
関
す
る
調
査
を
行
う
。
ま
た
復
旧
工
事
や
漁
業
の
再
開
、
養
殖
場
の
復
興
が
海

洋
生
態
系
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
調
査
す
る
。

　
平
成
2
4
年
度
末
ま
で
に
得
ら
れ
た
知
見
を
取
り
ま
と
め
、
漁
場
の
再
開
や
養
殖
場
の
設
置
計
画
の
策
定

に
資
す
る
情
報
を
地
元
漁
協
や
自
治
体
等
に
随
時
提
供
す
る
。
ま
た
、
平
成
2
7
年
度
ま
で
に
、
海
洋
生
態

系
の
回
復
状
況
や
再
開
し
た
漁
業
、
養
殖
場
の
運
営
・
管
理
が
海
洋
生
態
系
に
与
え
る
影
響
を
評
価
し
、

被
災
地
の
持
続
的
な
漁
業
の
在
り
方
を
提
案
す
る
。
平
成
3
2
年
度
ま
で
に
、
調
査
海
域
の
生
態
系
を
解
明

し
、
成
果
を
活
か
し
た
長
期
的
な
資
源
管
理
方
法
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
東
北
の
他
の
地
域
に
も
展
開
す

る
。
【
一
部
2
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
補
正
-

H
3
2

1
,2
6
7
百
万
円

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

⑩
地
理
的
条

件
を
考
慮
し

た
配
置
・
設

計
に
よ
る
ま

ち
の
津
波
被

害
の
軽
減

3
4

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
の
た

め
の
海
溝
型
地
震
・
津
波
に
関

す
る
総
合
調
査
（
仮
称
）

【
①
東
北
地
方
太
平
洋
沖
で
発
生

す
る
地
震
・
津
波
の
調
査
観
測
、

②
南
海
ト
ラ
フ
広
域
地
震
研
究
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
③
海
底
地
殻
変
動
観

測
技
術
の
高
度
化
、
④
海
域
に
お

け
る
断
層
情
報
総
合
評
価
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
】

　
「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
、
南
海
ト
ラ
フ
海
域
で
発
生
し
得
る
地
震
・
津
波
の
調
査
研
究
」
「
日
本
海
溝
の
地

殻
変
動
の
解
明
」
「
海
域
に
お
け
る
断
層
情
報
総
合
評
価
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
つ
い
て
、
A
P
対
象
と
す
る
。

　
東
北
地
方
太
平
洋
沖
（
日
本
海
溝
沿
い
）
で
発
生
す
る
地
震
・
津
波
に
つ
い
て
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
の

発
生
確
率
等
の
評
価
の
改
訂
に
資
す
る
調
査
観
測
を
行
う
。
南
海
ト
ラ
フ
域
に
お
い
て
、
地
殻
構
造
調
査

や
自
然
地
震
観
測
な
ど
、
地
震
・
津
波
調
査
研
究
を
実
施
し
、
新
た
な
震
源
断
層
モ
デ
ル
の
構
築
等
を
行

う
。
東
北
地
方
太
平
洋
沖
に
お
い
て
海
底
地
殻
変
動
観
測
点
を
多
点
展
開
し
た
研
究
観
測
を
実
施
す
る
こ

と
に
よ
り
、
測
位
精
度
向
上
の
た
め
の
技
術
開
発
を
強
化
す
る
。
南
海
ト
ラ
フ
域
も
含
め
、
海
域
の
断
層
に

関
す
る
既
存
の
デ
ー
タ
に
つ
い
て
、
最
新
の
技
術
で
統
一
的
に
解
析
を
実
施
す
る
。

　
平
成
2
6
年
度
ま
で
に
東
北
地
方
太
平
洋
沖
に
お
い
て
地
殻
変
動
の
観
測
誤
差
を
5
c
m
か
ら
1
c
m
に
縮
小

し
、
海
上
保
安
庁
に
技
術
移
転
の
上
で
本
格
運
用
を
行
う
。
平
成
2
9
年
度
ま
で
に
、
東
北
地
方
太
平
洋
沖
・

南
海
ト
ラ
フ
に
つ
い
て
の
震
源
モ
デ
ル
構
築
、
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
で
発
生
す
る
地
震
の
津
波
発
生
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
、
海
域
断
層
の
解
析
結
果
を
基
に
し
た
断
層
モ
デ
ル
の
構
築
・
海
域
断
層
の
活
動
履
歴
等
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
す
る
。
【
一
部
２
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
3
2

①
9
8
1
百
万
円

②
6
0
2
百
万
円

③
2
1
9
百
万
円

④
5
7
9
百
万
円

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

（
一
部
新

規
）

⑪
災
害
に
対

す
る
構
造
物

の
強
靱
性
の

向
上

3
5

E
-デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
を
活
用
し
た
社

会
基
盤
研
究

【
実
大
三
次
元
震
動
破
壊
実
験
施

設
を
活
用
し
た
社
会
基
盤
研
究
】

　
H
2
4
A
P
に
お
い
て
提
案
さ
れ
、
継
続
さ
れ
る
、
継
続
時
間
の
著
し
く
長
い
長
周
期
の
海
溝
型
巨
大
地
震
に

対
す
る
「
耐
震
構
造
・
耐
震
改
修
技
術
の
開
発
」
、
「
次
世
代
免
震
技
術
の
開
発
」
、
「
地
中
構
造
物
等
の
耐

震
性
能
評
価
手
法
の
構
築
」
に
つ
い
て
、
A
P
対
象
と
す
る
。

　
実
大
三
次
元
震
動
破
壊
実
験
施
設
を
活
用
し
、
各
種
建
築
物
・
構
造
物
、
地
盤
な
ど
を
対
象
に
、
震
動
実

験
研
究
を
行
い
、
新
し
い
減
災
技
術
を
開
発
・
検
証
す
る
。
実
験
の
検
討
対
象
は
、
平
成
2
3
年
東
北
地
方

太
平
洋
沖
地
震
を
踏
ま
え
、
継
続
時
間
の
著
し
く
長
い
長
周
期
の
海
溝
型
巨
大
地
震
の
揺
れ
に
対
す
る
対

応
と
す
る
。
具
体
的
に
は
平
成
2
7
年
度
ま
で
に
①
従
来
の
耐
震
構
造
と
比
べ
て
2
0
%
程
度
耐
震
強
度
の
高

い
耐
震
構
造
・
耐
震
改
修
技
術
を
開
発
、
②
東
日
本
大
震
災
で
首
都
圏
に
お
い
て
観
測
さ
れ
た
長
周
期
地

震
動
の
3
倍
の
強
さ
の
揺
れ
に
も
無
損
傷
な
次
世
代
免
震
技
術
、
③
地
中
構
造
物
、
プ
ラ
ン
ト
機
器
・
配

管
、
建
築
防
災
・
防
火
設
備
の
耐
震
性
能
評
価
手
法
を
構
築
す
る
。
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】

H
2
3
-
H
2
9

防
災
科
学
技
術

研
究
所
運
営
費

交
付
金
1
,6
7
7
百

万
円
の
内
数

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

居 住 地 域 を 、 災 害 か ら 守 り 、 新 た に 創 る
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政
策

課
題

重
点
的
取
組
施
策

番
号

施
策
名

【
事
業
名
】

施
策
概
要

実
施
期
間

H
2
5
年
度

概
算
要
求
額

(H
2
4
予
算
額
）

府
省
名
施
策
情
報

モ ノ 、 情 報 、 エ ネ ル ギ ー 等

の 流 れ を 、 災 害 時 も 確 保

し 、 新 た に 創 る

⑮
迅
速
か
つ

的
確
に
機
能

す
る
強

靱
な

物
流
体
系
の

確
保

3
6

陸
域
観
測
技
術
衛
星
２
号
（
Ａ
Ｌ

Ｏ
Ｓ
－
２
）
、
陸
域
観
測
技
術
衛

星
３
号
（
Ａ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
－
３
）
の
研
究

開
発

　
陸
域
観
測
技
術
衛
星
２
号
（
Ａ
Ｌ
Ｏ
Ｓ
－
２
）
の
う
ち
、
そ
の
災
害
観
測
技
術
に
関
す
る
開
発
に
つ
い
て
、
A
P

対
象
と
す
る
。

　
広
域
災
害
発
生
時
に
夜
間
・
悪
天
候
下
に
お
い
て
も
高
分
解
能
で
1
2
時
間
毎
に
観
測
で
き
る
A
L
O
S
-
2

の
受
信
デ
ー
タ
と
、
船
舶
、
航
空
機
、
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
、
地
上
観
測
網
の
デ
ー
タ
を
統
融
合
す
る
こ
と
に
よ
り
、

防
災
関
係
府
省
・
大
学
・
研
究
機
関
・
自
治
体
等
に
、
迅
速
か
つ
被
災
地
の
状
況
・
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
情
報

を
提
供
、
活
用
で
き
る
体
制
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
緊
急
対
応
に
お
い
て
、
防
災
関
係
府
省
・
自
治
体
等
が

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
情
報
を
取
得
可
能
な
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す
る
。

　
平
成
2
6
年
度
ま
で
に
A
L
O
S
-
2
の
受
信
デ
ー
タ
を
活
用
す
る
上
記
シ
ス
テ
ム
を
整
備
す
る
。
【
一
部
2
年
以

内
に
実
用
化
】

H
2
0
-
H
3
0
1
4
,6
1
8
百
万
円
の

内
数

文 部 科 学 省

A
P
継
続
・

継
続
事
業

　
＜
注
＞

　
　
　
H
2
5
年
度
概
算
要
求
額
に
は
、
復
旧
・
復
興
対
策
経
費
と
し
て
復
興
庁
一
括
計
上
の
額
を
含
む
。
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
及
び
ラ
イ
フ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
も
同
じ
。

　
　
　
【
5
年
以
内
に
実
用
化
】
・
・
・
・
・
・
・
着
手
か
ら
5
年
以
内
に
実
用
化
で
き
る
も
の
。

　
　
　
【
一
部
5
年
以
内
に
実
用
化
】
・
・
・
全
体
施
策
は
5
年
を
超
え
る
が
、
一
部
に
つ
い
て
は
、
5
年
ま
で
に
実
用
化
で
き
る
も
の
。

　
＜
凡
例
＞

　
　
　
【
一
部
2
年
以
内
に
実
用
化
】
・
・
・
全
体
施
策
は
5
年
を
超
え
る
が
、
一
部
に
つ
い
て
は
、
2
年
ま
で
に
実
用
化
で
き
る
も
の
。

　
　
　
【
2
年
以
内
に
実
用
化
】
・
・
・
・
・
・
・
着
手
か
ら
2
年
以
内
に
実
用
化
で
き
る
も
の
。
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